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序   文 
 

 メキシコは貿易自由化・外国投資受入れに対応して、国際市場で通用する工業力の獲得をめざ

し、産業界の技術革新に対応した高校レベルの技術教育の向上と近代化を急いでいます。このよ

うな状況から同国は、先端技術分野の中堅技術者教育と訓練指導者の養成を目的とするプロジェ

クト方式技術協力を、わが国に要請してきました。 

 これを受けて国際協力事業団は、平成５年から各種調査を重ねたうえ、平成６年７月の実施協

議で討議議事録（Ｒ／Ｄ）の署名を取り交わし、同年９月から５年間にわたる「メキシコ職業技

術教育活性化センタープロジェクト」の技術協力を開始しました。同プロジェクトは、メカトロ

ニクス分野の中堅技術者育成を目的とし、そのための技術教育施設整備と、訓練施設の指導員の

再教育を行うものです。 

 このたびプロジェクト協力期間終了を約半年後に控えて、協力活動全般の評価を行うこととな

り、当事業団は平成11年３月14日から同26日まで労働省職業能力開発局海外協力課課長 長江盛啓 

氏を団長とする終了時評価調査団を現地に派遣し、メキシコ側と合同でプロジェクト活動の最終

評価を行いました。この結果、プロジェクトは所期の目的を達成し、成功を収めたものと判断さ

れました。 

 本報告書は同調査団の調査・協議結果を取りまとめたものであり、今後の技術協力活動展開に

広く活用されることを願うものです。 

 ここに、調査団の各位をはじめ、ご協力いただいた外務省、労働省、在メキシコ日本大使館な

ど、内外の関係各機関の方々に深く謝意を表するとともに、引き続きいっそうのご支援をお願い

する次第です。 

 

 平成11年４月 

 

                  国際協力事業団 
                   理事  泉 堅二郎 
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第１章 終了時評価調査団の派遣 
 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

 1988年に就任したサリーナス・メキシコ大統領は経済の自由化、安定化をめざして外資導入の

推進により国際収支の改善、公営企業の民営化、企業の育成と競争力の強化などの施策を打ち出

した。この結果、インフレが沈静化に向かうとともに、外資導入や逃避資本の還流が起こり、メ

キシコ経済は順調に回復してきた。これらの施策は、メキシコ、アメリカ、カナダが加盟する北

米自由貿易協定（NAFTA）が1994年１月に発効したことにより、いっそう重要な意味をもつこと

になった。 

 こうした状況から、メキシコ政府文部省工業技術教育局（DGETI）は同国の工業技術教育の現

状に強い危機意識を抱き、産業界の技術革新に対応した高校レベル（工業高校および職業訓練校）

の技術教育の向上と近代化に着手している。そのなかでメキシコ政府は、先端技術分野の中堅技

術者の教育、訓練指導者の養成に関して、メキシコ自身の努力ではその実現が困難な分野に、わ

が国のプロジェクト方式技術協力を要請してきた。 

 これを受けて国際協力事業団は、1993年３月に基礎調査団、同年６月に事前調査団を派遣して

要請内容の確認および協力実施計画（案）の策定などを行った。さらに事前調査の結果を踏まえ、

同年９月には協力の詳細な実施計画内容の検討を行うため、長期調査員を現地に派遣した。これ

ら調査結果に基づき、1994年７月に実施協議調査団を派遣して討議議事録（Record of Discussions：

Ｒ／Ｄ）の署名を取り交わし、同年９月から５年間にわたって「メキシコ職業技術教育活性化セ

ンタープロジェクト」の技術協力を開始した。本プロジェクトは、産業界のメカトロニクスに対

応した人材を教育するため、技術教育施設および職業訓練施設の指導員を再教育することを目的

としており、メキシコ職業技術教育活性化センター（CNAD）で機械系、制御系の２分野に関連

する訓練コースを実施している。 

 本プロジェクトについてはその後、1996年３月に計画打合せ調査団が派遣され、1998年１月に

は巡回指導調査団が中間評価を行ってきた。 

 

 本終了時評価調査団派遣の目的・基本方針は、以下のとおりである。 

 (1) これまで実施した協力について、当初計画に照らし活動実績、管理運営状況、カウンター

パートへの技術移転状況などを確認する。 

 (2) 評価ガイドラインに基づき評価５項目に沿って評価する。 

 (3) 評価結果から他のプロジェクトの形成、運営、評価などの参考となる教訓および提言を導

き出す。 

 (4) プロジェクトは、順調に実施されていることを1998年１月の巡回指導調査で確認しており、
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また、現状においても計画的に技術移転が専門家からカウンターパートへ行われていること

から、延長はしないことを前提に、協力終了後の本センターのあり方をメキシコ側から聴取

する。 

 

１－２ 調査団の構成 

分野 

（Field） 

氏名および所属 

（Name and Occupation） 

統括 

LEADER 

 

 

 

長江 盛啓 

MR. MORIAKI NAGAE 

 

 

 

労働省職業能力開発局海外協力課 課長 

DIRECTOR, OVERSEAS COOPERATION  

DIVISION, HUMAN RESOURCES  

DEVELOPMENT BUREAU, MINISTRY  

OF LABOUR 

機械 

MACHINERY 

 

 

 

 

藤田 秀樹 

MR. HIDEKI FUJITA 

 

 

 

 

雇用促進事業団小山職業能力開発短期

大学校 制御技術科 助教授 

ASSISTANT PROFESSOR, CONTROL  

TECHNOLOGY, OYAMA POLYTECHNIC 

COLLEGE, EMPLOYMENT PROMOTION 

CORPORATION 

制御 

CONTROL 

 

 

 

中嶋  隆 

MR. TAKASHI NAKAJIMA 

 

 

 

(財)海外職業訓練協会 国際交流部 

国際交流第一課 専門役 

ASSISTANT MANAGER, INTERNATIONAL 

COOPERATION SECTION 1, OVERSEAS  

VOCATION TRAINING ASSOCIATION 

評価計画 

EVALUATION PLANNING 

 

 

 

 

 

内海 稔郎 

MR. TOSHIRO UTSUMI 

 

 

 

 

 

国際協力事業団社会開発協力部 

社会開発協力第二課 

STAFF, SECOND TECHNICAL  

COOPERATION DIVISION, SOCIAL  

DEVELOPMENT COOPERATION  

DEPARTMENT, JAPAN INTERNATIONAL 

COOPERATION AGENCY (JICA) 

評価分析 

EVALUATION ANALYSIS 

 

岸並  賜 

MR. ATAU KISHINAMI 

 

(株)パデコ コンサルティング部 

PLANNER, CONSULTING SECTION,  

PADECO CO, LTD 
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１－３ 調査日程 

日順 月日（曜日） 行程 調査内容 

１ 

 

３月14日(日) 

 

東京→ 

→メキシコ市 

調査団出発 17：20（JL062） 

調査地 18：30着（MX901） 

２ 

 

 

15日(月) 

 

 

メキシコ市 

 

 

在メキシコ日本大使館表敬、外務省表敬、文部省次官、

工業技術教育局等表敬（本プロジェクトの評価、要望な

どのヒアリング） 

３ 

 

 

 

 

16日(火) 

 

 

 

 

メキシコ市 

 

 

 

 

職業技術教育活性化センター（CNAD）表敬および視察 

センター所長、チーフアドバイザーとの協議 

（センターの将来計画、メキシコ側の今後の実施計画、

メキシコ側の予算状況、訓練修了者の活動状況、訓練修

了者の活用計画） 

４ 

 

 

17日(水) 

 

 

メキシコ市 

 

 

専門家との協議 

（活動報告、今後の活動計画、実施上の問題点の改善状

況等） 

５ 

 

 

18日(木) 

 

 

メキシコ市 

 

 

専門家およびセンター所長、カウンターパートとの協議 

（訓練状況、カウンターパートの配置、カウンターパー

ト、訓練生の待遇、メキシコ側の投入実績） 

６ 

 

 

19日(金) 

 

 

メキシコ市 

 

 

プエブラ州工業高校視察、訓練修了生、修了生の上司か

らのヒアリング 

各評価項目別の合同評価、評価レポート案協議 

７ 20日(土) メキシコ市 団内打合せ 

８ 21日(日) メキシコ市 資料収集、ミニッツ案団内打合せ 

９ 

 

22日(月) 

 

メキシコ市 

 

合同評価評議（PCMワークショップによる評価、ミニッ

ツ案協議） 

10 23日(火) メキシコ市 合同評価協議（ミニッツ案協議） 

11 

 

24日(水) 

 

メキシコ市 

 

合同委員会、ミニッツ署名・交換、JICAメキシコ事務所

報告、在メキシコ日本大使館報告 

12 25日(木) メキシコ市→ 調査地出発 8：40（MX900） 

13 26日(金) →東京 帰国 16：15着（JL061） 
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１－４ 主要面談者 

＜メキシコ側＞ 

 (1) 文部省技術教育研究次官 

   マヌエル・バレリオ・オルテガ・オルテガ 次官 

 

 (2) メキシコ外務省国際協力庁 

   クリスティーナ・ルイス・ルレス 部長 

   ジュディス・ガルシア・エルナンデス 担当 

 

 (3) 文部省工業技術教育局（DGETI） 

   レオナルド・サンチェス・クジェール 局長 

   ホセ・カルタス・オロスコ 技術部長 

   ホセ・マヌエル・マルティネス 企画・評価部長 

 

 (4) プエブラ州職業教育調査員 

   ラファエル・サンチェス・アンドラデ 

 

 (5) 職業技術教育活性化センター（CNAD） 

   （メキシコ側評価チームメンバー） 

   フランシスコ・ジョセ・プラタ・オルベラ 所長 

   アレハンドロ・ゴンザレス・マタ 副所長 

   ディアナ・ホラニョス・アロンソ 指導技法科長 

   フィリィベルト・ガルシア・セレセド 機械科長 

   マルティン・アルバラン・ヒメネス 制御科長 

 

＜日本側＞ 

 (1) プロジェクト 

   今村 耿介 チーフアドバイザー 

   松島 範政 指導系専門家 

   富田 正昭 制御系専門家 

   田中 恵介 制御系専門家 

   岩城 勇生 機械系専門家 

   山田 晃司 機械系専門家 
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 (2) 在メキシコ日本大使館 

   新井 辰夫 参事官 

   丸井 康順 書記官 

   河内野慎也 書記官 

 

 (3) JICAメキシコ事務所 

   山口 三郎 所長 

   半谷 良三 次長 

   立原 佳和 所員 

 

１－５ 終了時評価の方法 

 評価は日本側調査団５名とメキシコ側５名（CNAD-DGETI関係者）の計10名による合同評価と

し、JICAの技術協力方式であるプロジェクト・サイクル・マネージメント（PCM）手法により評

価を行った。まず討議議事録（Ｒ／Ｄ）、暫定実施計画（Tentative Schedule of Implementation：TSI）、

プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）などの記載事項に基づいてプロジェクトの計画

達成度を確認したうえ、①目標達成度（Effectiveness）、②効果（Impact）、③効率性（Efficiency）、

④計画の妥当性（Relevance）および⑤自立発展の見通し（Sustainability）の評価５項目に沿って

評価を行うとともに、プロジェクトの展望および教訓・提言を取りまとめたものである。 

 

 また、合同評価調査に先だって、一部アンケート調査を含むヒアリングを以下のように実施し

た。 

 ・長期専門家：訓練コース実施状況、問題点、カウンターパートの自立状況等 

 ・カウンターパート：自立の自信の程度、日本研修の状況等 

 ・訓練修了者：実務上の効果 

 ・訓練修了者の上司：訓練修了後の職務内容等 
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第２章 要約 
 

 本終了時評価調査団は1999年３月１日から同25日までメキシコを訪問し、メキシコ側評価チー

ムと合同で「メキシコ職業技術教育活性化センター」プロジェクトにかかる終了時評価を行い、

評価結果を合同評価報告書に取りまとめて、同報告書を添付したミニッツ（資料１）の署名を取

り交わした。 

 これによれば、本プロジェクトは目的を達成し、すなわち本プロジェクトは成功したと評価さ

れて、今後はメキシコ国内のメカトロニクスの職業技術教育の質的な向上に貢献することが期待

される。 

 本評価調査結果は、合同評価調査団から日本・メキシコ両国政府関係当局に提言された。 

 評価調査結果の要旨は、以下のとおりである。 

 

 (1) 評価結果の概要 

   1）目標達成度：職業技術教育活性化センター（CNAD）は着実に教員の再教育を実施して

おり、所期の目的は達成したと判断される。 

   2）効果：再教育を終了した教員たちは、配属先によって程度の差はあれ、CNADで学んだ

ことを配属先において活用しており、着実な効果をあげている。 

   3）効率性：建物、設備、機材、専門家、カウンターパート、運営など、日本・メキシコ両

国の投入はほぼ計画どおり行われ、期待された成果をあげていると結論づけられる。 

   4）計画の妥当性：プロジェクトの所期の目標は、現在でもその価値を失っていないと判断

される。 

   5）自立発展の見通し：メキシコ政府がCNADの重要性を十分認識し、①管理運営能力を十

分備えた人材を配置している、②CNADの予算はすべて教育省から配布されているが、厳

しい財政状況にもかかわらず、年々増加されている、③訓練コースの実施はすべてカウン

ターパートによって行われており、たとえば、カリキュラム委員会を設置し、随時必要に

応じてカリキュラムを改訂するなど、技術の進歩に適応する能力を有している――などが

認められた。よって、CNADは制度的にも財政的にも、さらに技術的にも自立発展ができ

ると判断される。 

 

 (2) 訓練用機材、教材などの整備・保管状況 

   日本側が提供した訓練用機材について、保管台帳、保管状況、修理状況、利用状況などを

調査したが、いずれも適切に処理されていることが確認された。また、教材および機材のマ

ニュアルの作成整備状況についてもほぼ満足する結果を得たが、若干の不足分については、
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今後協力終了までに整備される見込みである。 

 

 (3) メキシコ側への調査団からの要望事項 

   調査団は今後のCNADの継続的発展のため、次の方策がとられることを要望した。 

   1）産業界との協力関係の構築 

   2）産業界のニーズを踏まえ、教員再教育の成果を十分に活用するための技術教育施設およ

び職業訓練施設における各種教育訓練コースおよびメカトロニクス科の新設 

   3）有能な人員の継続的配置およびそのための処遇の維持向上 

   4）CNAD指導員の技術水準の維持向上および適切な資格付与 

   5）メカトロニクス関係技術研修ニーズの高い技術教育施設および訓練施設からの指導員の

募集・選考 

   6）機械保守管理および更新に必要な予算措置 

 

 (4) 調査団所感 

   調査団としては、総体的に、本プロジェクトの目標は達成された、すなわち本プロジェク

トは成功したと結論づける。今後CNADは、さらにメキシコ国内のメカトロニクスの職業技

術教育を質的・量的に向上させ、メキシコの労働者の雇用可能性（Employability）向上および

産業経済の発展に貢献することが期待される。 

 このプロジェクトが成功した大きな理由としては、プロジェクト発足当初にメキシコ側の

土地、建物のスムーズな提供があったこと、十分な資格を備えたカウンターパートの配置お

よび適切なローカルコスト負担がなされたこと、とりわけメキシコ側政府関係者に確固たる

政策的決意があり、それを推進する努力がなされたことなどが指摘される。 

 これらの評価をさらに確実なものにするためには、今後CNADをどのように運営していく

かが重要であり、評価活動の過程、この点は調査団およびメキシコ側関係者の共通の認識と

なった。 
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第３章 協力実施のプロセス 
 

 (1) 基礎調査団（1993年３月15日～３月29日：15日間） 

   以下の基本的事項について合意した。 

   1）プロジェクト・サイトはメキシコ市に近いこと、近くに職員の教育実習について連携で

きる機械、電気、電子分野の学科をもつ工業高校・訓練校があることなど、５条件を満た

す場所とする。 

   2）プロジェクト施設は日本側の協力、供与機材の内容に応じて必要な広さ、設備を確保し、

設計に盛り込む。このため、メキシコ側から日本人個別専門家派遣の要望があり、日本側

は可能な限り協力する。 

 

 (2) 事前調査団（1993年６月28日～７月10日：13日間） 

   以下の基本事項について合意した。 

   1）技術協力内容はメカトロニクス分野とし、その技術を構成する制御・機械分野を横断的

に一体として扱うこととする。また、カリキュラム・教材開発・指導技法についても技術

協力対象分野に含める。 

   2）訓練対象者数を機械系・制御系それぞれについて12名とし、センターの入所を半年ごと

に行う。 

   3）プロジェクト・サイトをメキシコ市トラワック（工業高校：GETis001）の敷地内とする。 

 

 (3) 長期調査員調査（1993年９月６日～10月２日：27日間） 

   調査内容は以下のとおりである。 

   1）技術協力分野における訓練目的に合ったカリキュラム内容策定、主要機材の選定、なら

びにマスタープランの作成を行った。 

   2）メキシコ側の予算による建設予定のセンターにかかる施設詳細設計図について協議を行

った。 

 

 (4) 実施協議調査団（1994年７月４日～７月16日：13日間） 

   以下が合意・確認された。 

   1）協力は1994年９月１日から５年間とする 

   2）センターは文部省工業技術教育局（DGETI）局長直属のナショナルセンターと位置づけ

られる。 

   3）メキシコ側カウンターパートについては実学一体の考え方から、実技経験も要件とする。 
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 (5) 計画打合せ調査団（1996年３月18日～３月30日：13日間） 

   調査・協議結果は以下のとおりであった。 

   1）センターの卒業生は各州の拠点校に配属され、センターで学習した技術を当該拠点校に

移転する。 

   2）制御系でカウンターパートが未充足となっているが、速やかに充足する。 

   3）機材など特に精密機械の保守管理の重要性から、関係企業と保守契約を結ぶ。 

 

 (6) 巡回指導調査団（1998年１月11日～１月21日：11日間） 

   調査・協議結果は以下のとおりである。 

   1）短期セミナーの企画・運営については、チーフアドバイザーとセンター所長との事前協

議を確実に行うことを通じ、技術移転のための時間を圧迫しないことを確実に担保するこ

と。 

   2）日本人専門家は、計画的、効果的に技術移転を実施する観点から、技術の移転のスケジ

ュール表を確実に作成すること。 
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第４章 評価結果 
 

４－１ 計画達成度（実績） 

 計画達成度はミニッツ（資料１）のANNEX１「評価調査時点におけるPDM」に示すとおりである。 

 

 プロジェクトの上位目標は「メキシコ文部省工業技術教育局（DGETI）傘下の技術教育機関お

よび訓練機関において、メカトロニクス分野の中堅技術者が育成されること」であった。またプ

ロジェクト目標は「産業界のメカトロニクス化に対応できる人材を教育する技術教育施設および

訓練施設の指導員をセンター独自で再教育できること」であり、具体的には①訓練実施のための

資機材および設備が確保されること、②カウンターパートが、メカトロニクス分野における指導

員訓練を実施できる能力を習得すること、③メカトロニクス（機械系、制御系）分野における訓

練コースが実施されること――であった。 

 

 プロジェクトは1996年11月から第１期生（機械系12名、制御系12名）の研修を開始した。1999

年２月末現在、第１期生～第５期生118名が研修を終了（資料30）して、研修前に所属していた工

業高校へ復帰し、メカトロニクスに関する教科などですでに活動している。 

 また、第６期生および第７期生が訓練中であり、職業技術教育活性化センター（CNAD）は産

業界のメカトロニクス化に対応できる人材を教育する指導員を着実に再教育している。 

 プロジェクトの運営管理状況については、カウンターパート自身で研修を実施しているし、運営

予算についてもDGETIが十分な予算を確保しており（ミニッツ・ANNEX６）、運営上問題はない。 

 また管理面では、管理要員が適切に配置され、機材保守についても保守台帳が整備されている。

機材保守マニュアルについても整備中であり、協力終了までに完備される予定なので、問題ない

ものと考えられる。 

 

４－２ 目標達成度 

 (1) 訓練資機材および設備 

   訓練実施のための資機材および設備が確保され、また十分に稼働することによって、セン

ターの指導員教育に十分役立てられた。 

 

 (2) カウンターパートの能力 

   カウンターパートに対する技術移転は計画どおりに実施され、メカトロニクス分野におけ

る指導員訓練が実施できる能力を身につけたことにより、プロジェクト目標に大きく貢献し

た。カウンターパートはカリキュラム編成委員会でカリキュラムの変更や見直しを行ってお



－11－

り、また講義に使用する教材やテキストなどを作成して、積極的に自主教材として取り入れ

ている。機器の管理においても、管理台帳を作成して適正に管理し、消耗機材などの発注か

ら受入れまで確実に行っているので、自主的な管理能力があると認められる。 

 

 (3) カウンターパートによる教育 

   1999年２月現在、カウンターパートによってメカトロニクス分野における訓練コースが14

コース開設されている。したがって、プロジェクト目標である「産業界のメカトロニクス化

に対応できる人材を教育する技術教育施設および訓練施設の指導員を、センターが独自で再

教育」しているといえる。 

 カウンターパートは、研修員の卒業制作に対して課題の選定、課題達成への相談・援助を

適切に行っている。卒業生は所定の単位を取得して卒業制作発表のプレゼンテーションに合

格すると、国立技術開発センター（CENIDET）との協定により大学院の専門課程コース修了

の公的資格が授与される。第４期生からほぼ全員が資格を取得しているので、カウンターパ

ートの指導能力は十分であり、CNADの役割を確実に果たしていると認められる。 

 

４－３ 効果 

 ４－１「計画達成度」にも示したとおり、資機材・設備が確保され、カウンターパートがメカ

トロニクス分野における指導員訓練を実施できる能力を習得して、訓練計画が着実に実施されて

おり、CNADは産業界のメカトロニクス化に対応できる人材を育成するための指導員を、着実に

再教育している。 

 訓練コースを修了した指導員は所属先に戻り、電気・電子、機械などのメカトロニクス諸分野

を含む各科で活躍しており、メカトロニクス関連技術を有する中堅技術者養成に携わっている。 

 

 (1) 職務上の効果 

   カウンターパートに対するアンケートによれば、プロジェクト終了後も引き続き現職にと

どまるかとの質問に対して、ほぼ全員がとどまると答えている。これはカウンターパート自

身が給与、処遇にほぼ満足しているためと考えられ、また、職務に対する自負が確固たるも

のであることが認められる。 

 CNADの卒業生は卒業後、出身工業高校に帰任して、カリキュラムの編成、機材（汎用旋

盤）の修理、地域ニーズに応える企業との連携促進、教材コンクールへの応募などに積極的

に参加しており、将来のメカトロニクス科設置に向けて努力している。ただ、卒業生の一部

には、高校内部の体制の問題や、機器がなくて活動に取り組めないといった報告もあること

から、問題点を整理して可能なところから徐々に進めていく姿勢が求められると判断される。
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そのため、今後CNADにとって、適切な助言・指導ができる体制づくりも重要課題であり、

その期待も大きいと思われる。 

 

 (2) 修了生のアフターケア 

   プエブラ市にある工業高校（CETis）第104校、およびCETis第16校を訪問し、CNAD修了生

および学校関係者に面談し、施設見学を行った。 

 ２校とも機材については、メカトロニクス分野においては十分といえないがかなり整って

いる印象を受けた。 

 修了生もCNADで学んだことを生かそうと努力している様子が感じられた。CNADと同様、

周辺企業ニーズに合ったカリキュラム、機材の整備、指導員のレベルアップが今後とも必要

である。 

 ある指導員によればCNADからの情報がほとんどないとのことであった。 

 CNADでは、すでにインターネットのホームページを開設し、情報提供しているが、各施

設にそのことが知られていないようである。 

 CNADと各施設とのパイプラインをさらに強化していく必要があると感じた。 

 また、CNADで研修を受けて配属先に戻っても機材がなく、学んだ技術を十分に生かせな

いという意見もあった。 

 

４－４ 効率性（投入と成果） 

 ４－４－１ 日本側の投入 

  (1) 専門家の派遣 

    長期専門家についてはチーフアドバイザーをはじめ指導技法、制御系、機械系、業務調

整各分野、計14名を派遣した。また、短期専門家は計20名が派遣された（ミニッツ・ANNEX

２、資料13を参照）。 

 

  (2) カウンターパート日本研修 

    メキシコ人カウンターパート20名を日本における研修に受け入れ、さらに１名を1999年

度に受け入れる計画である（ANNEX３、資料14 参照） 

 

  (3) 機材供与 

    総額約５億6000万円の機材を供与した（主要機材はANNEX４、携行機材を含む供与機材

一覧表は資料15を参照） 
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 ４－４－２ メキシコ側の投入 

  (1) メキシコ人カウンターパートの配置 

    機械系９名、制御系７名、指導系６名の計22名を配置した（ANNEX５、資料18 参照）。 

 

  (2) ローカルコスト負担 

    プロジェクト実施のための運営費投入予算は、総計708万760ペソ（91万941USドル）配

分された（ANNEX６、資料19 参照）。 

 

  (3) プロジェクトの施設建設 

    管理棟、教室棟、実習棟などの建設に計3030万2369ペソが投じられた（ANNEX７、資料

19 参照）。 

 

  (4) メキシコ側の購入機材 

    メキシコ側は機材および家具備品棟の購入に1366万ペソを投入した。主要な機材は

ANNEX８に示したとおりである。 

 

 ４－４－３ 投入の成果 

  日本側の投入に関しては、長期専門家および短期専門家とも計画どおり派遣された。カウン

ターパート日本研修については、カリキュラムが専門分野に特化したものとなっており、プロ

ジェクトを進捗させるうえで有意義であった。さらに研修人数および期間とも適切であった。

供与機材については、質、量、タイミングとも適切であった。 

 メキシコ側の投入に関しては、カウンターパートはＲ／Ｄの取り決めのとおり、適切に配置

されている。予算措置については、プロジェクト開始以来年々増加している。また、機材購入

については、コンピューター、PLC訓練モジュール、工作機械などの基本機材がほぼ計画どお

り購入された。施設建設については若干の遅れはあったものの、図書館を除いてほぼ計画どお

り建設された。 

 なお、図書館建設は、請負契約の問題および軟弱地盤による不等沈下の恐れから建設が中断

されている。1999年７月には完成が見込まれているが、結果として技術移転に支障はなかった。 

 

  各系別の効率性評価は以下のとおりである。 

  (1) 機械系 

    技術移転については、プロジェクトの当初から段階別技術移転目標を立て、到達レベル

を設定して計画的に行われてきたことにより、達成されたものと認められる。 



－14－

    1）カリキュラムについて 

     カウンターパート自身で講義に沿った内容で教材を作成して指導しており、指導能力

は十分であると認められる。 

 

    2）機器について 

     日本側、メキシコ側とも質、量、タイミングいずれも適切であり、遊休機器はなく、

効率よく適切に利用が図られている。ただ、カウンターパートに実施したアンケートで、

一部の機器において、英語版のマニュアル内容に不備があると指摘されたので、日本人

専門家に内容の補足を依頼した。 

 

    3）マニュアルについて 

     アンケートで、マニュアルが整っていれば、プロジェクト終了後も自分たちで機器の

管理が可能であるとの回答があったため、カウンターパートの自主性を尊重するうえで

も保守点検も含めて総合的にマニュアルを整備するよう、日本人専門家に再度依頼した。 

 

  (2) 制御系 

    機械系と同様、技術移転については、プロジェクトの当初から段階別技術移転目標を立

て、到達レベルを設定して計画的に行われてきたことにより、達成されたものと判断する。 

 

    1）カリキュラムについて 

     第１期、第２期生については、建物の建設の遅れおよび供与機材の到着の遅れにより、

カリキュラムで「メカトロニクス」の訓練目標に多少不足した部分があったが、機材の

設置が進むにつれ、徐々にカリキュラムの変更がなされ、現在では「メカトロニクス」

に必要な最低限のカリキュラムは準備されていると判断できる。また、カウンターパー

トに対する技術移転はほぼ終了している。 

 この分野の技術発展は、日夜進歩しているので、常に企業ニーズを調査し、カリキュ

ラムの基本的なところは変わらなくとも、一部変更していく必要があるが、その点につ

いては、CNAD関係者は、十分認識しており、企業ニーズをどのように取り入れていく

かの方法を現在検討中とのことである。 

 また、カリキュラム変更に伴い、指導員の再訓練、機材の更新が必要であり、そのた

めの予算、指導員研修計画の体制づくりが必要であるが、この点も十分に認識されてい

た。 

 



    2）機器の活用について 

     現段階では、供与機器の故障などにより使用不可能なものはなかった。ほとんどの機

材については、多少の使用頻度の差はあるが十分に使用されていた。 

 カウンターパートからの聞き取り調査のなかで、一部ロボットに関するマニュアルが

日本語版しかなく、使用するうえで多少不便であると指摘された。日本人専門家にこの

件について確認した結果、現在翻訳作業中で、プロジェクト終了までに完了する予定で

あるとのことであった。 

 また、カウンターパートから、供与機材は、まだ日数があまり経っていないので故障

などは少ないが、プロジェクト終了後故障した場合、どのように対応していいか不安で

あるとの意見があり、その点も日本人専門家に確認した結果、現在、日本人専門家がメ

インの機材について故障時に対応できる企業連絡先リストを作成中であるとの回答を得

た。また、CNAD関係者からメンテナンスに伴う予算を確保するようにするとの回答も

得た。 

 機材などの管理状況については、問題がない。日本人専門家が各系ごとに管理台帳を

作成し、また、CNADの施設管理課（CNADの全施設の建物、機材、備品などを管理する

部署）においても、施設管理課が管理台帳を作成し、年２回機材チェック（棚卸し）を

実施し、DGETIに報告書を提出しているとのことである。 

 

    3）マニュアルなどについて 

     供与機材のなかで機器ごとにマニュアルの整備状況を点検し、日本語だけしか整備さ

れていないものについては、スペイン語に翻訳、英語版についても、必要があればスペ

イン語版に翻訳するなどの計画を立てて順次整備が行われており、一部進行中のものは

あるが、ほぼ予定どおり完了するとのことである。 

 

４－５ 計画の妥当性 

 プロジェクトの目標は「産業界のメカトロニクス化に対応できる人材を教育する技術教育施設

および訓練施設の指導員をセンター独自で再教育すること」であり、この目標はメカトロニクス

化を進めてきたメキシコ産業界のニーズに合致している。 

 

 (1) 国家開発計画からみた妥当性 

   本プロジェクト要請時の国家開発計画（1989～1994）のなかで教育の近代化が必須とされ、

教育近代化計画が実行に移された。技術教育についても技術教育の拡充、教員の再訓練シス

テムの構築による教員のレベルの向上、教育施設の近代化、技術革新に対応した学科の集約
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化、再編集がその柱とされていた。 

 また、現在の「国家開発計画（1995～2000年）」は、５大基本目標のひとつに④平等と正義

の原則のもとに、個人や共同体が自己実現を図れるような社会の開発（社会開発）、基礎的社

会サービスの充実と拡大・職業訓練の推進が掲げられており、本プロジェクトの計画は妥当

と判断される。 

 

 (2) 経済状況からみた妥当性 

   1985年ごろ以降、工業政策を従来の保護主義から貿易自由化・外国投資受入れへと大きく

転換してきており、国際市場で通用する工業力をつけることが急務となった。このような状

況下において、産業界の技術革新に対応した高校レベルの技術教育の向上・近代化を行い、

先端技術分野の中堅技術者を教育・育成することにより、産業界のニーズに対応できる人材

を国内に確保するため、本プロジェクトを推進することとなった。現在も国際市場で通用す

る工業力をつけ、人材を国内に確保する目標に変化はないことから、本プロジェクトの計画

は、妥当と判断される。 

 

４－６ 自立発展の見通し 

 ４－６－１ 制度的側面 

  CNADは、DGETI傘下にあり、カウンターパートの配置は、DGETI内で行われている。メキシ

コ政府は、CNADの重要性を十分認識しており、CNADの管理運営体制面でも管理能力を十分備

えた人材が配置されているところから、制度的に自立発展できると判断される。 

 

 ４－６－２ 財政的側面 

  CNADの予算は、すべて文部省から配布されている。また、その額は、ミニッツANNEX６の

とおり厳しい財政状況にもかかわらず年々増加されていることから、メキシコ政府はCNADの

重要性を十分認識しており、財政的に自立発展できると判断される。 

 

 ４－６－３ 技術的側面 

  訓練コースの実施は、すべてカウンターパートによって運営管理されており、実習機材の保

守管理も確実に実施されている。また、カリキュラム委員会を設置し、随時必要に応じてカリ

キュラムを改訂するなど、技術の進歩に適応する能力を有している。 

 技術移転を受けたカウンターパートは、ミニッツANNEX５のとおり定着しており、増員され

たカウンターパートへ技術移転を行っている。したがって、技術的に自立発展ができると判断

される。 
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４－７ プロジェクトに影響を与えた横断的諸要因 

 (1) 政策支援 

   メキシコは国家開発計画（1995～2000年）のなかで職業訓練の推進を重要課題として掲げ、

プロジェクトの重要性も認識されている。CNADのカウンターパートの給与体系は一般の工

業高校教員と比較して優遇されているなどの政策支援も行われている。カウンターパートの

配置はDGETI内で行われており、今後も維持される見込みである。 

 

 (2) 財政・経済的要員 

   1998年のメキシコ経済はアジアの金融危機の影響による一次産品価格の下落、ロシア危機

の波及などもあり、GDP成長率は1997年の7.0％から4.5％に下落した。このような経済状況

下で予算削減傾向にあるなか、メキシコ側の運営費は年々着実に伸びている。予算の示達が

遅れる欠点があったものの、メキシコ側の十分な予算配布・財政措置はプロジェクト目標の

達成に大きく貢献した。 

 

 (3) 技術の適正度 

   CNADの卒業生は出身工業高校に帰任した後、周辺企業のニーズ調査をもとにカリキュラ

ム・機材の整備、教員への技術移転を行っている。徐々にではあるが工業高校卒業生が地元

企業に採用されており、今後さらに拡大することが期待できることから、移転された技術内

容は適正であったと考えられる。 

 

 (4) 資機材の適正度 

   多数の企業で応用可能な機材が使用されており、資機材の運用・稼働状況は概して非常に

よい。したがって、資機材は適正であり、プロジェクトの実施を円滑に実施できた大きな要

因であった。しかし、工業高校にCNADと同様の資機材がない場合もあり、高校側の体制整

備も必要である。 

 

 (5) 社会文化的配慮 

   CNAD卒業生は所定の単位を取得し卒業制作発表のプレゼンテーションに合格すると、国

立技術研究開発センター（CENIDET）との協定により大学院専門課程修了の資格が与えられ

る。これは、研修員の応募に影響を与えている。 

 

４－８ 将来構想 

 (1) メキシコのメカトロニクス教育実現に向けた将来構想 
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   メキシコのメカトロニクス教育実現に向けた将来構想についてCNADセンター所長より聞

き取りを行った。結果は下記のとおりである。 

  ・第１段階として15州の主要校を対象として、企業向けに有料で３日間の初級コースを実施

した。もしくは実施する。 

  ・第２段階として世界銀行の資金によりNC旋盤などの機材をその15州の主要校に配置し、工

業高校卒業者でかつ勤労者（企業向け）を対象に、有料で240時間（実技６割、学科４割）

９コースを開設する。すでに機材は配置されつつある。そのひとつが、今回視察したプエ

ブラ州のGETis第16校である。 

  ・第３段階として15州の高校にメカトロニクス科の新設を行う。 

 

 (2) CNADの将来構想 

  ・大学と提携し、大学院の実技をCNADが受け持ち、その代わりに１～２名のカウンターパ

ートが、その大学の修士課程に進み、修士号を得る。これにより、研修員とカウンターパ

ートの資格の逆転現象を解消する。将来は博士課程までも協力していきたい。 

  ・また、CNADの修了生が所属先に戻ったら地元企業と連携し、企業からの情報（ニーズ）

をCNADに集約して、CNADが中央技術サービスセンターになる。新技術の開発、各種ニー

ズ調査の実施および技術教育システムの改訂等を行い、技術面および教育面の中心となる。
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第５章 統括 
 

５－１ 今後の協力のあり方 

 本プロジェクトの目標は達成し、すなわち本プロジェクトは成功したと考えられる。今後は、

メキシコ国内のメカトロニクスの職業技術教育の質的な向上に貢献することが期待される。 

 このため、本プロジェクトの協力終了後について、すでにオルテガ文部次官から、①プロジェ

クト終了後の短期・長期個別専門家の派遣、②メキシコ人研修員のわが国における研修受入れ、

③第三国研修の実施など、引き続きわが国の協力を得たい旨要望が示された。 

 調査団としては、CNADにおけるこれまでの協力の成果をさらに確固たるものとし、加えて近

隣国に裨益するためにも、わが国として可能な限り前向きに対処することを政府に対して進言し

たい。 

 

５－２ 教訓と提言 

 (1) 教訓 

   プロジェクトが、成功した要因は多数あるが、特にメキシコ側からプロジェクトの発足当

初に土地、建物のスムーズな提供があり、カウンターパートの適切な配置および適切なロー

カルコスト負担があったことが、大きな要因といえる。 

 

 (2) 提言 

   1）CNADは、急速に進展するメカトロニクス分野産業界のニーズを常に把握するため産業

界との協力関係の構築が必要である。また、将来的には、民間企業向けの研修コースを開

設し、運営収入を得るよう努めることが望ましい。 

 

   2）地方施設において、CNADで教育された指導員を有効に活用するためには、地方施設の

メカトロニクス関係機材の整備を行い、メカトロニクスの訓練コースの実施およびメカト

ロニクス科の新設に期待したい。 

 

   3）CNADの指導員は、主にDGETI傘下の地方施設から配置されており、前職に比べて待遇

を改善することにより、有能な人材を継続的に配置できると考える。 

 

   4）CNADの研修コースは受講した研修員（指導員）は、第４期生から大学院の専門課程コ

ース修了資格が授与されており、CNADの指導員と研修員が資格のうえで逆転している。

CNADの指導員の技術水準の維持向上と適切な資格付与のため、大学との提携を図ること
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が望ましい。 

 

   5）CNADのメカトロニクス研修コースについては、地方施設においてメカトロニクス技術

の需要が見込める地域の訓練施設の指導員が研修を受講できるよう、募集活動を積極的に

行い、選考することが望まれる。 

 

   6）CNADは、メカトロニクス関連技術の研修を継続するためには、急速に進展する当該技

術に対応して、先端機材を購入していく必要がある。このため、その予算を計画的に措置

する必要がある。 
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